
①

②

③

④

①

②

③

④

２．基本事業の目的と成果把握

４．施策の基本情報

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施
策
の
基
本
情
報

・平成27年度から子ども・子育て支援新制度がスタートしたことにより、社会全体で子ども・子育てを支援す
ることが求められ、社会全体の少子化や子育てに対する関心が高まった。
・援護を必要とする子どもが増加傾向にあり、貧困対策について議会から質問や要望がある。
・令和元年10月より、３歳以上の幼児教育・保育の無償化が実施されている。
・令和4年4月より、こども医療費助成の対象を18歳に達する日以降の最初の3月31日までの児童とした。
・令和5年1月、国の施策により「出産・子育て応援事業」が開始され、伴走型支援・経済的支援（10万円）を
給付している。
・令和4年6月22日子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部改正があり、令和5年4月1日から施行さ
れた。
・令和5年4月、こども家庭庁発足及びこども基本法が施行された。
・令和5年12月こども大綱が閣議決定された。
・児童福祉法及び母子保健法の改正に伴い、令和6年4月より「子育て世代包括支援センター」と「子ども家
庭総合支援拠点」を統合し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的相談支援を行う「こども家庭セ
ンター」を開設した。
・令和6年6月子ども・子育て支援法が改正され、10月より児童手当制度の経済的支援の強化、11月より児
童扶養第３子以降の加算額の引上げ等の支援の拡充が行われるなど、段階的に子育て支援制度が拡充
される。
・令和6年10月より、県内において０～２歳の第２子以降の保育料無償化が開始となる。

・「児童の権利に関する条約」、「こどもの
街宣言」の趣旨に則り、子どもを大切に
育てる。 
・乳幼児健診や相談等を利用し、子育て
の不安や悩みを抱え込まないようにす
る。 
・児童虐待に気づいたときは、市や児童
相談所に通告する。

・子どもの事故防止、防犯等に協力す
る。
・男性の育児休業等の取得を推進す
る。
・女性が就業しやすい環境づくりを推
進する

・母子保健相談支援体制を充実す
る。
・子育てしやすい環境を整える。
・児童虐待の未然防止、早期発見・
早期対応に取り組む。
・子どもの貧困対策としての子ども
の居場所づくり、子ども食堂につい
ての事業概要や先進事例の紹介を
市内のボランティア団体や社会福
祉法人などに周知する。
・「こどもまんなか社会」実現のた
め、様々なこども施策を実施する。

・地域アプローチの手法による少子化対策の検討を踏まえ、デジタル技術を活用した事業についてワークショップを開催し、既存事業の見直しと事業化
に向けた検討を行い子育て期の支援に関する新規事業の創設や既存事業の拡充をすることはできたが、ライフデザインを描く出会いに関する事業の
試行までには至らなかった。
・産後うつの予防並びに新生児への虐待防止のため、医療機関と連携し、支援を必要とする産婦を把握し、乳児家庭全戸訪問や産後ケア、子育てここ
ろの相談により対応した。
・乳幼児健診は、未受診者に対する受診勧奨の通知に加え、地区担当保健師が養育環境の把握を含め訪問を行い受診勧奨し、目標値を上回る受診
率となった。
・社会的養育の推進では、児童養護施設や里親によるショートステイを実施し実人数５９人、延べ２３２日の利用があり、児童とその家庭の福祉の向上
につながった。
・市民に対し広報さのやHPで虐待防止や通告義務の周知啓発を行った。園や学校等には、チラシ、ポスターの配布を行い、児童の保護者に対してはさ
くらメールにより通告義務の認知度向上に努めた。また子ども食堂と要支援家庭に関する情報共有会議を隔月で実施した。
・自立したひとり親世帯の増加した影響もあり高等職業訓練促進給付金給付事業を利用して就業したひとり親数は8名と例年並みにとどまった。
・栃木フォスタリングセンターと連携し里親制度説明会を開催し里親募集を行い関心を寄せる市民はいたが新規登録には至らなかったため、、里親に
対する支援体制の強化の必要性がある。
・ヤングケアラーの早期発見・早期対応のため中学２年生への生活実態調査及びコーディネーターによる研修会を実施し社会的認知度の向上に努め
た。
・働きやすい職場啓発懇談会において、令和５年度では「男性の育児休業等の取得促進」をテーマに、市内企業を対象に職場環境の改善に向けた講
話を実施し制度の周知に努めた。
・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点が連携し、妊娠期から子育て期にわたる母子保健や育児に関する相談等を行い、要支援児
童の虐待防止と、特定妊婦の安全安心な出産並びに養育環境の改善ができた。
・令和5年1月、国の施策により「出産・子育て応援事業」が開始され、伴走型支援・経済的支援（10万円）を給付している。
・令和5年4月から子宝祝金の支給対象を第１子からの支給に拡充し支給した。
・子育てに関する情報をまとめた「子育てハンドブック」や佐野子育てガイドを作成し、母子手帳交付時・転入時等に窓口配布を行った。また園等を通じ
て子育て世帯へ配布を行った。
・子育て支援アプリを導入し、子育てに関する情報をプッシュ通信にて発信した。
・こども医療費助成は18歳に達する日以降の最初の3月31日までの児童に拡充し助成した。
・令和5年度の施策全体の決算額は、40億3,586万円で、令和4年度より2億13万円の増額となった。主な要因は、令和５年３月に政府主催の物価・賃
金・生活総合対策本部（第８回）において、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を増額する決定がなされたことを受け、本市独自の事
業としてエネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けている子育て世帯を支援するための子育て応援臨時給付金給付事業を実施したことよる。

【令和６年度で解決する課題】
こども大綱を踏まえたこども計画の策定
【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①産後うつへの支援強化
②乳幼児健康診査受診率の向上
③社会的養育の推進のための児童とその家庭の福祉の向
上
④児童虐待の周知啓発と連携強化
⑤ひとり親家庭の自立に向けた就労支援
⑥里親制度の普及啓発並びに里親支援体制の強化
⑦ヤングケアラーとその家庭の早期発見と適切な支援
⑧子育て世帯が働きやすい職場づくり
⑨子育てに関する情報発信、養育環境改善の支援
⑩子育て世帯に対する経済的・心理的な負担軽減の継続的
な支援

【令和７年度重点課題】
⑪少子化対策の推進のための出会いから子育て期にわたる
切れ目のない支援

①産後うつ対象者を早期に把握し、医療機関と調整し個々のニーズに合わせた
産後ケア事業の利用促進を図る。
②乳幼児健診の受診勧奨を行い、さらなる受診率の向上を図る。
③一時的に養育困難な家庭に対し、児童養護施設や里親での代替養育の利用
を勧奨し社会的養育の推進を図る。
④広報さの等により虐待防止及び通告義務の周知啓発に努め、集団に属さな
い子どもの見守りを強化するとともに要保護児童対策地域協議会を活用し関係
機関との連携を強化する。また、子どもの貧困対策として、佐野市社会福祉協
議会が主催するこどもの支援に関する情報共有会議に参加し、地域ネットワー
クの強化を図る。
⑤ひとり親家庭の自立のため高等職業訓練促進給付金や資格試験受験料助
成制度を周知し就職に有利な資格取得を支援し就労に繋げる。
⑥栃木フォスタリングセンターや県南地区里親会と連携を強化し里親制度の普
及啓発を図る他、里親家庭の支援体制の強化を図る。
⑦ヤングケアラーの支援強化として、市民、関係機関等が担うべき役割の認識
を高めるための啓発を行うことで、社会的認知度の一層の向上を図る。
⑧働きやすい職場づくりの意識啓発や職場の環境改善を進めるうえで、子育て
世帯が働きやすい職場づくりをはじめ諸制度の周知啓発を行う。
⑨子育て情報誌及び子育てアプリの普及に努める他、楽しく安心して子育てが
できる環境を作る。
⑩子育て世帯の負担軽減のため医療費助成や各種手当支給、幼児教育無償
化などの経済的支援に加え、心理的な側面にも寄り添った支援を行う。
⑪妊娠・出産から子育て期までの充実した支援に加え、地域アプローチの手法
を活用した新規事業の創出や既存事業の見直しを図ることで、出会いから結婚
までの取組を強化し、すべてのライフステージにおける切れ目のない包括的な
支援を行う。
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施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

こども政策課

 岩上みちよ

施策の目的
「対　象」

①こども（出生～高校生） 
②子育てをしている保護者（世帯） 
③子育て世代の市民（20歳～49歳）

①
子育てを楽しいと感じることの方が多
い保護者の割合

％

② 出生数（1月～12月） 人

③
成果指標の
取得方法

④

①
不妊治療等被助成者
の妊娠出産率

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

・子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の両機能を持つ、こども家庭センター
の令和6年4月開設に向け、組織見直しを検討する。
・地域アプローチ調査研究事業で提案のあった事項の事業化を検討し、少子化対策を推進す
る。
・とちぎ結婚支援センターと連携し、出会い、結婚支援の情報を発信する。
・市内でより多く「産後ケア事業」を利用可能にするため、市内医療機関との調整を行う。
・乳幼児健康診査の未受診者に対し受診勧奨と実態把握を行い、受診率のさらなる向上を図
る。
・児童虐待の早期発見、早期対応のため、広報、チラシにより市民の通告義務に関する周知、啓
発活動を行う。また、関係機関と連携し、虐待、貧困、若年妊娠など、特に支援を必要とする家
庭に対して個々に応じた支援を行う。
・育児不安やストレスを抱える保護者と、その家庭の児童に対する福祉向上のために、児童養
護施設、県南地区里親会と連携し、子どものショートステイの推進を図る。また、関係機関と連携
し里親制度の普及啓発を図り、里親登録者数の増加を目指す。
・母子家庭等自立支援給付金給付事業を周知し、ひとり親の就労支援に活用し、一人でも多く自
立につなげる。
・ヤングケアラーコーディネーターと他機関・他職種が緊密に連携し、ヤングケアラーの早期発見
に努め、適切な支援につなげることで、子どもの権利回復を図る。
・各種手当支給やこども、妊産婦医療費助成など、子育て世帯の経済的、心理的負担の軽減を
図る事業を継続して実施する。
・子育て支援施設の情報の発信を強化することにより、利用促進を図る。
・働きやすい職場づくり啓発懇談会において、男性の育児休業の取得など、働きやすい職場の
環境づくり全般について啓発を行う。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・組織を改編し、こども家庭センターの設置開設の準備を整えた。（子育て世代包括支援センター運営事業及び家庭児童相談室運営事業）
・地域アプローチの手法による少子化対策の検討を踏まえ、デジタル技術を活用した事業についてワークショップを開催し、既存事業の見直しと事業化に
向けた検討を行い子育て期の支援に関する新規事業の創設や既存事業の拡充をすることはできたが、ライフデザインを描く出会いに関する事業の試行
までには至らなかった。
・とちぎ結婚支援センター事業イベントに参画した。また、ホームページで「とちぎ結婚支援センター」主催のイベント情報の周知を行った。（栃木結婚参画
センター運営参画事業）
・産後ケアは、デイサービス型を市内医療機関で1カ所追加し、より利用者のニーズに沿った支援を実施した。(産後サポート事業）
・乳幼児健康診査は未受診者に対し日程案内の通知のほか、地区担当保健師による家庭訪問を実施し実態把握を行うとともに受診勧奨を実施した。（乳
幼児健康診査事業）
・児童虐待の早期発見、早期対応、並びに市民の通告義務に関する周知、啓発として広報やHPへの掲載を行うとともに、学校等を通じチラシ配布及びさ
くらメールを活用し周知した。また、特に支援を要する家庭に対しては、園や学校、医療機関、こども食堂等と連携し適切な支援を行い虐待の重度化を防
止できた。（家庭児童相談室運営事業）
・ショートステイの活用により児童虐待の予防及び再発防止ができた。栃木フォスタリングセンターと連携し里親制度説明会を開催し里親募集を行ったが
新規里親の登録はなかった。（子育て短期支援事業）
・児童扶養手当受給者の現況届通知に高等職業訓練促進給付金に関するチラシの同封並びに、佐野准看護学校やハローワーク、ファミリーサポートセン
ターでのチラシの設置依頼を行い、周知を行った。また、受給者全員を就業に繋げ自立を促進した。（母子家庭等自立支援給付金給付事業）
・ヤングケアラーコーディネーターが各機関からの相談事案に対し、適切な支援サービスに繋ぎ児童の心身の負担感の軽減が図れた（ヤングケアラー対
策事業）
・児童手当は延児童数136,904人に支給し、児童扶養手当は延受給者数13,652人に支給した。令和5年4月から子宝祝金の支給対象を第1子からの支給
に拡充し、536人に支給した。（児童手当支給事業、児童扶養手当支給事業、子宝祝金支給事業）
・こども医療費は251,483件、妊産婦医療費は5,799件の助成を行い、経済的、心理的負担軽減を図った。（こども医療費助成事業、妊産婦医療費助成事
業）
・子育てに関する情報並びに、市内子育て支援施設をカラー写真入りで掲載した子育てハンドブックを6，000部作成するとともに、佐野子育てガイドを作成
し、園や学校等関係機関及び、母子手帳交付時・転入時等に窓口で配布するなど利用促進を図った。(子育て支援総務事務事務費）
・働きやすい職場啓発懇談会において、男性の育児休業等の取得促進に向けた講話を実施した。（働きやすい職場づくり啓発事業）
【施策・基本事業の成果指標達成状況】
・基本事業で様々な子育て支援策を行っているが、出生数790人の目標数に対し586人と未達成となり、前年度よりも大幅に減少している。（出産・子育て
応援事業ほか）
・乳幼児健康診査の受診率は、目標98.2％に対し、98.8％と目標を上回った。（乳幼児健康診査事業）
・不妊治療等被助成者の妊娠出産率は目標36.5%に対し、40.5％と目標を上回った。（不妊治療費助成事業）
・給付事業により就業したひとり親数では、前年度より増加はしたが、目標の２３名に対し８名と下回っている。（母子家庭等自立支援給付金給付事業）
・地域子育て支援拠点の利用者数は、目標値2,638人に対して1,679人で、未達成ではあったが、前年よりも大幅に増加した。（地域子ども・子育て支援事
業）
・子育てを楽しいと感じることの方が多い保護者の割合は、目標値の96.0％に対して、91.9％と未達成であり、前年度より3.6％減少している。

成果
指標

一部未達成

全て未達成

④ ④

施
策

実績 実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 7 8 実績 965 1,679
地域子育て支援拠
点月平均利用者数

人
目標 23 23 23 23 目標 2,697 2,638 2,576 2,515

実績 50.6 63.3 実績 78.1 83.1

目標 75.0 75.0 75.0 75.0 目標 68.0 64.0 60.0 60.0

実績 実績

目標 目標

実績 22 31 実績

目標 35 40 45 50 目標

実績 2,501 2,229 実績 78.1 83.1

目標 2,550 2,580 2,610 2,640 目標 68.0 64.0 60.0 60.0

％ ①
乳幼児健康診査の
受診率

％
実績 35.4 40.5 実績 98.8 98.8

R6 R7

目標 36.3 36.5 36.8 37.0 目標 98.1 98.2 98.3 98.4

実績

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5

市政に関するアンケート調査

実績 市民課データ

目標

実績 626 586

目標

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7

目標 93.0 96.0 98.0 98.0①こどもが心身ともに健やかに成長できるように
する。 
②安心して子育てができるようにする。 
③結婚し、安心して妊娠、出産、子育てができる
ようにする。

実績 95.5 91.9

目標 723 790 857 873

市民（20歳～49歳の男女） 人 37,157 35,770

施策関係課 総合戦略推進室、人権・男女共同参画課、障がい福祉課、こども課、保育課、産業政策課、教育総務課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①施策の意図の達成度を見るためには、実際
に子育てをしている世帯に対して、実態や意識
がどのようになっているのかを把握する必要が
あるため、市政に関するアンケート調査結果を
成果指標とした。 
②子育て施策全般の成果が出生数に反映され
るものであるため。

施策の目的
「意　図」

こどもの数（出生～高校生） 人 15,814 15,415

子育て世帯数（出生～高校生） 世帯 9,485 9,256

基本目標名 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり
政　策　名 2 安心して子育てのできるまちづくり
施　策　名 1 こどもの健やかな成長と子育て支援

令和６年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日


